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運転期間の定め

安全規制 原子炉等規制法（規制委が所管）
↓

利用政策 電気事業法（経産省が所管）

・原則40年最大60年の枠組みは堅持
・ただし停止期間中は運転期間から除外…60年超運転可能に
・経産省による運転期間延長審査…審査基準は平和利用や安定供給

論点 移す目的？根拠？
・現行の運転期間の定めは安全規制なのか利用政策判断なのか？
・「停止期間中も劣化が進むので除外は不可」との規制委見解と矛盾



６．運転開始から40年という期間そのものは…発電用
原子炉施設の運転期間についての立法政策として定め
られたものである。そして、発電用原子炉施設の利用
をどのくらいの期間認めることとするかは、原子力の
利用の在り方に関する政策判断にほかならず、原子力
規制委員会が意見を述べるべき事柄ではない。

山中委員長が唯一根拠にあげる「見解」中の文言



運転期間の定めは利用政策判断なのか？





◆国会答弁 2月15日衆議院予算委員会（枝野議員に対する答弁）

▼岸田首相「60年という制限については、安全性の観点から設けられ
たものである」

▼岸田首相「今回の、原子力発電所の高経年化に関しては、これは新た
な科学的・技術的な知見の存在を踏まえて改正するものではありません。
これは、構造的なエネルギー需給のひっ迫への対応といった利用政策の
観点から、運転期間に関する定めを設けて、これに対応した安全規制を
厳格にしようというものであります。従来から、運転期間については、
安全の観点から定めが設けられておりましたが、これについて、利用政
策の観点から、これを議論しているわけですが、その中にあっても、安
全性の観点は、原子力規制委員会の基準をクリアしたものでなければな
らない、これは全く変わらないという形で維持をされております」
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５．運転期間に長期停止期間を含めるべきか否かにつ
いて、科学的・技術的に一意の結論を得ることは困難
であり、劣化が進展していないとして除外できる特定
の期間を定量的に決めることはできない。

山中委員長が唯一根拠にあげる「見解」中の文言



◆国会答弁 ３月15日参議院予算委員会

◎岩淵議員「なぜ40年なのか？2012年当時の環境委員会の答弁を紹
介して欲しい」

▼山中規制委員長「圧力容器の中性子照射脆化に対する強度の問題に加
えて、システムであるさまざまな機器の耐用年数を考慮したうえで40
年という期間が導き出された」

◎岩淵議員「40年ルールは安全のための規制だったのではないか？」

◆西村経産大臣「延長申請しても規制委の厳しい審査でダメだとなれば
運転できませんので」



老朽原発の審査制度

従来
・運転期間延長認可制度 40年目に１度
・高経年化技術評価制度 30年目から10年毎

新しい制度
・新制度 30年目から10年毎/40年目に特別点検

・従来の２つの制度を１本化して法定審査とする
・内容的には従来とほとんど変わらない
・60年目の審査が加わる。審査内容については現在検討中



FoE Japan「Q＆A 原発の運転期間の延長、ホントにいいの？」



高浜４号機
制御棒落下事故
関西電力の報告書より












